２０１１．３．１５
０．福島第一原発の状況については、建屋で水素爆発のあった1号機、3号機に続いて、2号機でも爆発、点検停止中であった4号機の使用済燃料プールで火災（鎮火された）が生じたとのことであり、最悪の事態も想定しつつ、安定化・安全の確保に向けて、すべての知見を結集し（米国、IAEA含め）、万全な対応をすべきである。
１．情報開示について
①．原発の状況については、最新の状況を正確に住民・国民に伝えることが重要。
（もちろん、過度に不安をあおることがあってはならないが、最悪の事態も想定しておくことが必要）
（例えば、8時31分に8000マイクロSV[シーベルト]と公表・報道されているが、その後11000を超えているがこのことは公表していない。100ミリSV（人体に影響があると言われている数値）を超えたことの発表が遅い。枝野長官から10時22分時点の400ミリSVの数値を発表したのは約1時間後。）
②．今回の対応では、情報公開が遅く、不信感をあおっている。福島第一原発付近のモニタリングポスト（モニタリングカ―）の数字をインターネットでリアルタイムに公開し、情報の隠蔽などが行われていないことを国民に納得させる必要がある。
２．対応する体制について
①．こういった緊急事態に対応する体制としては、現地（福島）と官邸が密接に連携し、即時に対応する体制が重要。保安院、東電本社などバラバラに、しかも何重にも連絡を重ねるのは愚の骨頂。会見・発表も一緒に一体的に行うべきではないか。
②．今朝になって、政府と東電が一体となる体制をつくった、と言うが、11時の会見は一体になっていない。（しかも、菅総理自らが東電本社を訪問したのは大問題。現場は大混乱していた。）
３．避難区域からの待避について
①．福島第一原発の周辺２０－３０ｋｍの屋内待避勧告が出された地域の住民については、３０ｋｍ圏外待避を至急指示すべき。
その際、福島県内だけでなく、周辺の新潟、群馬、栃木、茨城の各県も視野に入れた待避を検討すべき。
福島県内でも災害の程度が比較的少ない中通りの福島市や郡山市などにおいてすら、水や食糧、ガソリンが欠乏している状態であり、２０－３０ｋｍの避難対象地域においてはさらに水・食糧は欠乏し、部分的には自宅で孤立している状態のところもある。こうした状況で、屋内待避が長引けば、個別に水・食糧供給が必要になるが、それは事実上不可能。
②．原発周辺地域からの避難された方への水、食糧、ガソリンの補給について、最善の努力を行い、避難された方に安心感を与えるため最大の努力をすべきである。
４．今後の対応について
あらゆる英知を結集して、（核反応を）「止める」（制御棒）、「冷やす」（冷却水の循環・連続的供給）、「閉じ込める」の基本方針に従い、「稼働中」であった原子炉の冷却・安定化、「点検中」であった原子炉についても、使用済燃料の冷却状態の確認・確保に万全を期すべきである。
